
【申請・問合先】

児童扶養手当法の一部が
改正されます 福祉健康課

　児童扶養手当とは、離婚などによるひとり親家
庭などの生活の安定・自立促進に寄与することに
より、その家庭において養育されている子どもの
福祉増進のために支給される手当です。
　これまでは、公的年金を受給する方は児童扶
養手当を受給できませんでしたが、平成２６年１２月
以降は年金額が児童扶養手当額より低い方は、
その差額分の児童扶養手当を受給できるようにな
りました。
《参考》
　児童扶養手当の月額（平成２６年４月～）
　・子ども１人の場合
　　全部支給：４１，０２０円
　　一部支給：４１，０１０円～９，６８０円
　　（所得に応じて決定されます）
　・子ども２人以上の加算額
　　２人目：５，０００円
　　３人目以降１人につき：３，０００円
※児童扶養手当を受給するためには、申請が必
　要です。
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【問 合 先】

サラリーマンの確定申告
税務課・岐阜南税務署

　サラリーマンやパートなどの給与所得者の方
は、勤務先での「年末調整」によってその年の所
得税が精算されますので、確定申告をする必要は
ありません。しかし、次のように確定申告をしなけれ
ばならない場合や、確定申告をすると所得税が還
付される場合があります。
　ホームページ（「国税庁」で検索）の「確定申告
書等作成コーナー」で画面に従って入力すれば、
「申告書」が作成できるようになっています。
　作成した申告書は、印刷して税務署に提出す
ることができます。また、作成したデータをｅ-Taxで
送信することもできます。
【確定申告をする必要がある方】
①平成２６年分の給与の収入額が２，０００万円を
　超える方
②給与所得や退職所得以外の所得金額（収入
　金額から必要経費を控除した後の金額）の合
　計額が２０万円を超える方
③給与を２か所以上から受けていて、年末調整を
　されなかった給与の収入金額と、各種所得金
　額（給与所得、退職所得を除く）との合計額が
　２０万円を超える方
【確定申告をすると所得税が還付される方の例】
①住宅ローンを利用してマイホームを取得した方
②病気や出産などで多額の医療費を支払った方
③地震、風水害、盗難によって住宅や家財に損害
　を受けた方
【岐阜南税務署の受付期間】
確定申告書　２月１６日（月）～３月１６日（月）
還付申告書　１月 ５日（月）～３月１６日（月）
<それぞれ土曜日、日曜日、祝日を除く>
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【問 合 先】

相続税の基礎控除が引き
下げられました 岐阜南税務署

　平成２５年度の税制改正により、平成２７年１月
から相続税の基礎控除が引き下げられるなど、相
続税法等の一部が改正されました。
　詳しくは、ホームページ（「国税庁」で検索）、ま
たは電話相談センター（税務署へ電話し、自動音
声案内により「１」を選択、次に相続税の「２」を選
択してください）でご確認ください。
　また、税理士をお探しの場合は、日本税理士会
連合会ホームページ（「税理士情報検索サイト」で
検索）で税理士などの検索ができます。
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